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昭和52年度の地質調査所の研究(2)

企画室

1皿特別研究

円)と8%のアップである.特に｢地震予知技術｣の

研究は34%アップとなっている.

地質調査所において昭和52年度に実施する特別研究は

工業技術院特別研究

所エネルギｰ技術開発研究(サンシャイン計画)

国立機関公害防止等試験研究

である'

1高分解能空中物理探査技術の研究

(昭和49～53年度)

研究の目標

空中物理探査法を用いた地下構造の高度なパタｰン解

析システムを開発することによって探査技術の向上に

資するとともに国内外の資源開発に寄与する.

研究計画の内容

A工業技術院特別研究

昭和52年度の研究計画は次のとおりである.

工業技術院特別研究には大きな区分(大項目)が18あ

りこれらに属する研究テｰマは126である.地質調11

査所の研究テｰマは3つの大項目にわたる9テｰマ

である.次項以後に述べる研究のうち1～4は大項

目｢資源開発利用及び国土保全技術｣5～6は｢地震

予知技術｣7～9は｢海洋資源開発技術｣に属してい

る.

㈮

工業技術院特別研究のうち51年度限りで研究を終了

したものはなく52年度には新規に(石炭資源有効利用

に関する炭質評価技術の研究)が加わった.予算規模

は5!年度278(百万円)に対して52年度は300(百万

㌮

高感度空中磁気探査は特に北海道大雪山周辺の地熱地帯

を中心に貯溜層の性状に関連した基礎的資料をうるよう

につとめあわせて北海道中軸部の磁気図幅を完成して広

域地質構造の解明を図る.また位置標定技術について

はディジタル自動処理方式をレベルアップし特に高女

度飛行における問題を究明する.

空中電磁波法は下川鴻の舞などの金属鉱床の多い北見

山地を重点的に機上実験を行ない磁気測定とのインテグ

レｰションを推進するとともにディジタルデｰタ処理シ

ステムを確立する.なお電界(磁界)利用方式の地上

実験を関東平野中部において行匁う.

研究実施区域
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LANDSAT映像による地質判読結果等を用い磁気･電

磁波法デｰタとの総合解析を指向する.

従来の経緯

地質調査所では昭和44年度より昭和48年にかけて空

中磁気探査法の研究を実施し海域における概査法の確

立につとめた･本研究はこの過去の研究成果を基盤

としてさらに分解能の高い空中物理探査システムの研

究開発を行なうものである.

昭和49年度においては機上と地上におけるディジタ

ルデｰタ収録システムがほぼ完成し地下構造解析技術

の研究を推進した結果磁気デｰタのコンピュｰタによ

る自動処理化が一段と促進された.また空中電磁波法

に関しては測定装置を導入し予備的試験を行なった.

なお実験地域は北海道天北地域である.

第1図高分解能空中物理探査技術の研究対象地域図�
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昭和50年度は磁気測定と並行して空中電磁波法の研

究が本格化し北海道十勝平野においてVLF法の問

題点を吟味した結果断裂帯あるいは岩相変化に対応

するとみられる異常カミ検出されかっ磁気との同時測定

についても見通しがえられた.また電界測定による周

波数の多重化システムの開発にも着手した.

昭和51年度は北海道目高地域において空中磁気探査

並びに電磁波法の野外研究を行ないひきつづき各種の

レスポンスの検討と構造解析技術の高度化を進める一方

多波長域映像(LANDSAT)による地質構造判読結果を

用いる総合解析に着手した.

研究担当部課

物理探査部技術開発課が研究を担当する.

2国際地球内部開発研究(昭和48～52年度)

研究目標

国際協同観測計画“GeOdyna皿icsP工｡ject"(GDP計

画)の一環としてその国内テｰマの1っ｢マグマ多量

発生地帯の地下構造の研究｣をおもに担当し南九州火

山地帯及び新生代火山地域において火山帯の地下構造と

地史及び中･酸性マグマの起源に関する情報を得ること

を目標とする.

研究計画の内容

52年度は下記の研究を行なう.

�
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南九州地域の研究では地震波を用いて本地域の地殻下部

及び上部マントルの構造をもとめる./

大型カノレデラの研究では鬼界カルデラ産岩石の岩石･地

球化学的研究を続行する.

新生代火山地域の地殻構造の研究では南九州南西諸島

地域の自然地震資料を解析し当地域の地下構造の特性を

明らかにする.

従来の経緯｡

南九州地域における地震探査では昭和47(地震予知

計画)48～50年度(本計画)にわたる探査の結果同

地域の上部地殻の速度層構造の大勢をほぼ明らかにし

また姶良･桜島両火山下の伝播異常鹿児島湾北側に

おける地溝型陥没構造の存在を確認した.

昭和51年度は鹿児島湾およびその南方鬼界カルデラ

までの海域の海底地質調査を行ない音波探査･海底岩

石採取などにより姶良･鬼界面カルデラの構造鹿児島

地溝における擁曲構造の存在などを確認した.地質･

岩石･地球化学の研究では同地域新生代火山岩の地質

と岩石学的性質を研究し鬼界カルデラ西方の黒島カミ第

形
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第2図国際地球内部開発研究実施計画地域図(南九州)

四紀前半の火山島であることが判明した.また新生

代火山地域の地殻構造の研究では自然地震の初動分布

から火山付近の深部の断層には火山列に平行するも

のと斜行するものとがあることを明らかにした.

研究担当部課

地質部地質第3課を中心として物理深査部技術部

燃料部が担当し東海大学国立防災科学技術センタｰ

の協力をうけている.

3鉱物資源予測手法の開発研究

(昭和51～53年度)

研究の標目

鉱物資源の予測･探査に必要な地質情報･鉱床情報等

の種類精度について一定の基準を設定して情報の標準

化･数量化を図るとともに地域別(地質構造単元別

造山帯別)及び鉱床型式別に既知情報の解析を行なって

標準的モデルを作成し未知･未開発地域の限られた地

質･鉱床情報を適正な処理の上標準的モデルとの比較

検討を行ない鉱物資源の賦存の可能性その規模鉱

化作用の特性などの予測を行ないさらに直接探査に必

要な技術的諸手法の検討あるいは開発の可能性の検討

に資する手法を開発することを目標としている.なお

当面は国内における金属及び非金属鉱物資源を研究の主

対象とする.

研究計画の内容

既存の地質･鉱床等の情報の整理･再検討を行なって

鉱物資源に関する目録を作成するとともに下記の調査

研究を実施する.�
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策1表地球科学関係情報のコンピュｰタｰ処理に関する現況

名称�実施機関�国名�内容�規模･その他

GEOMAP�Geo1.S岨v.ofSwedenand�Sweden�野外地質デｰタ.主として火成岩�

�Bo1idenCo.��及び変成岩地城の地質図に関する情報�1970年からスタｰト

M一制e�Geologica1Su岬eyofCanada�Canaaa�地質及び鉱業に関するデｰタ�1967年約4,000鉱床のデｰタを収

����納(カナダ国内)

CR工B�U.S.Geo1ogica1Survey�USA�鉱物資源情報のデｰタバンク�アメリカ合衆国内の資源情報検索

����プ回グラムとしてGIPSYがある

MineDataSheets�Geo1ogica1SurveyofNew�Australia�ニュサウスウェｰルズ州の鉱物資源情報に関するデｰタバンク�1972年発行の1/25万“Bathurst"

�SouthWa1es���鉱床生成区図にプロットされた463

����鉱山(十3鉱山)･のデｰタを収蔵

一

�
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㌮

�

国内外の鉱工業情報に関する標準化手法及び処理手法につ

いて調査･解析

鉱物資源予測に必要な情報の選択情報の数量化及びコｰ

ディングフォｰムの開発

既知鉱物資源の産状･規模等に関する統計的処理による標

準モデノレの設定

鉱物資源予測に必要な情報検索･処理手法の開発及びシミ

ュレｰション

昭和52年度には51年度に開発したコｰデングフォｰム

について再検討するとともにインベントリｰの充実を

図りインベントリｰに収蔵されたデｰタを2次的に加

工して鉱床型式等の標準モデル作成のためのプログラ

ム開発を行ない併せて予測シミュレｰションのシス

テムについて予察的柱検討を加えることとする.

従来の経緯

昭和51年度(初年度)には計画の内容!～2に重点を

置きデｰタシｰトのフォｰマットを作成した.デｰ

タシｰトには資源予測に必要な情報の種類を13種に大

別し鉱物資源についてのインベントリｰの機能をもた

せることとし地質･鉱床等情報に関してはさらに申

項目を設定した.中項目レベルでの情報の種類は23種

とした.また情報の標準化･数量化をはかるため約

50種の情報に関してコｰドを設定した.これにとも狂

って地域的祖地質特性と鉱化作用との関係を検討しデ

ｰタシｰトの構造が目的達成にあたって適正に設定され

ているか否かをチェックするため北海道地方及び東北

地方の主として鉱脈型鉱床についてのデｰタシｰトの作

成を行ないいくつかのキｰによる出力を試みた.その

結果インプット情報の質と量にバラツキがありデｰタ

シｰトの構造について若干の要修正部分のあることが明

らかとなった.この点については52年度当初に検討

を加えその完成を図ることとする.51年度当初計画は

サンプル数が不充分のため標準モデル作成のための検討

にまでは至らなかったがインベントリｰの1部作成を

開始しほぼ目的を達成した.

研究担当部課

鉱床部探査研究課を中心として鉱物資源課地質部の

擦力を得て研究を担当している.

4石炭資源有効利用に関する炭質評価

技術の研究(昭和52～54年度)

研究目標

本研究は石炭利用の基礎となる炭質について高精度

の炭化度測定技術を導入して国内炭の炭質分類の国際

的標準化を図るとともに炭化度変化の規則性及び成因

を明らかにし未開発地域の炭質変化状況を予測する地

質学的総合判断基準を確立して石炭資源有効利用や国

内炭田開発に貢献することを目的とする.

研究計画の内容

国内主要炭鉱の坑内調査を主体としそれによって収集

した地質･炭質資料の室内処理解析各種分析等の研究

を行なう.また周辺の炭田を構成する地層について

最小隈の石炭･岩石試料を採取し石炭化度の層序的変

化について研究して坑内調査の解明に役立たせる.

坑内調査は1)深度別に石炭･岩石試料及び試錐コ

アを採取して室内研究を行ない石炭化度や各種分析成

分の分布及び相関関係について研究する.2)炭層の

地下構造地層･炭層対比層厚･岩相変化被覆層の

厚さに関する調査研究を実施する.

室内研究は石炭の反射率花粉の螢光光度石炭組

織流動性工業及び元素分析などを行なう.

昭和52年度は本特別研究の調査初年度として代表的

な亜渥青炭を産する太平洋炭鉱を研究対象とする.

従来の経緯

IEAにおけるrIntemationalCoa1Resomces

System｣の確立の提案及ぴ通商産業省資源エネノレギｰ�
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斤炭業課による｢炭質評価技術｣の研究推進についての

要望にもとづき昭和52年度から本研究カミ策定された.

従来石炭の性状を規定する石炭化度の指標は原材料物質

の混合割合が異なった石炭を対象としてきたのでその

数値にはかなりの幅があったが近年石炭の単一組織成

分についての反射率や螢光光度が測定されるようになり

石炭化度を高精度で規程できるようになった.一方

地質調査所は経常研究として昭和49年度から51年度ま

で石狩炭団で｢石炭流体化の物理･化学的特性研究｣を

実施し反射率を中心とした炭質調査技術をほぼ確立し

成果のとりまとめ中である.また昭和51年度に設備

近代化で螢光光度測定装置が設置され現在その測定

技術開発に着手しており成果の一部は発表の予定であ

る.

研究担当部課

燃料部石炭課が研究を担当する.

5地震予知に関する地質学的研究

(昭和44～54年度)

研究の目標

国家プロジェクトとしてすすめられている地震予知計

画(第3次)のうち次の3項目について研究を推進し

地層名��柱状��吏射率｡il〕.

���岨試錐�Ro而砒中表

�川�■三正��

川�端���

�層�享1三'｢三÷一÷蒜��

⊥山リ而�滝���

�の�■■1■一一一1'■=��

�ヒ層�■1■'■■1一一一��

層��■=･i･二二一��0.63

�紅���

�葉�■■■ξき三��

�山�一一3ま{二一生1'��

群�層�盈!��

��襲��

幌�桃�二二一��

��カ玉=��

内�内�,一一1万･=L■■他一一一一��

層�層�■■■'■一■'o'�工I1･■■■�0.58

群��1■一一■■一一一'一��

�幾���

�春�1==''■1｡〒｡､一■一■��

��17.i･｡一一11一=一■'■11'�一■■'1�

�別���0.69

�層�.『｡〒■一■二､.､一｢■��

石�岩�'一一_.��

��竜一__■｣��

�鍋�｡｡一■一.;室�O.87�

��'二=吐{三一一■�0.86�

�層���

狩��剋■1='二j…≡≡��

�夕�71■=一一一!一_'��

�張�■｡■■■1_｡_.■■一�1.02�

層�層�璽.��

��■■■'■1''■■■1-1�1.06�

����

�11晩���

�加�■一一■■■■■1■■�1.06�

群�別�■一■■■■一一'一��

�壇�'■■■■■��
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第3図

石炭反射率の垂直的変化の例

(石狩炭田)

地震予知に必要な基礎資料を提供することを目的とする.
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地震波速度の変化の情況を観測し岩石資料地下構造の

資料と併せ解析して地殻の状態変化を求める.

地殻活構造の実態とその機構を地域的に究明すると共に

活構造図などを作成する.

岩石破壊機構についての実験的研究を大学等と協力して

すすめ地震発生の機構を求める.

研究計画の内容

�

㈮

㌮

爆破地震による地震波速度の研究:計画発見以来毎年継

続的に実施している方法･規模(大島爆破約50脈g)を

もって本年も観測を行なう.また東海地域における地震

波速度観測を強化する.

地殻活構造の研究1東海地域において野外構造解析を行な

い第四紀における構造変形の実態を調べこれと地質構造

モデル実験を併せて地殻変動の機構を求める.測地学

的に活断層地震断層の微小変動を引きつづき観測するほ

か観測網を整備する.全国の活構造図を出版し活断

層分布図｢伊豆半島｣を完成する.また特定地域等の

活構造図作成のための資料を集める.

岩石物性試験研究:岩石の主破壊に先立つ微小破壊の研究

及び残留応力の研究を行なう.

従来の経緯

地質調査所は昭和41年度から特別研究費による｢地殻

活構造の研究｣をもって地震予知計画に参加してきた.

昭和43年5月閣議了解事項として｢地震予知計画の推

進｣が認められ計画の大綱と相当機関が決定した.

10部門の推進項目のうち(地震波速度)はもっぱら地

質調査所が相当し(活断層･活榴曲)は当所が大学等

1｡人工地麗による地震波速度変化の観測及ぴ地下糀遣探査⑧爆破束懸離調一1.虫(速度〕

･･.地下水の水位､水質の観測⑧水質連続O水位連続㊥水質定期眺位定期･テレメタリング尺

3.活断層分布図の作成w

r二[1業技術院の特剃研究費による研究

その他による研究
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第4図地質調査所における地震予知研究(伊豆･東海地区)�
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と協力して実施することと在り昭和44年度から｢地震

予知に関する地質学的研究｣として再発足した.昭和

49年度からは測地学審議会建議による第3次地震予知

計画が発見したがこの計画においても当所は引続き前

記2部門を分担するほか(岩石破壊実験研究等)にも

協力することとなった.

昭和51年度には地震予知推進本部が発足するとともに

当面東海地域の観測をとくに強化することとなった.

研究担当部課

環境地質部地震地質課が研究を担当し物理探査部

鉱床部燃料部の研究者が協力する.

6地盤変動に関する特別研究

(昭和50～52年度)

研究目標

昭和49年に水準測量のデｰタから発表された川崎市及

びその周辺地域における地盤の異常隆起は地震と関連

している可能性も考完られるため地質調査所は地震

予知計画に参加している機関として他機関(国土地理

院気象庁海上保安庁水路部科学技術庁国立防災科

学技術センタｰ国立大学)と協力し早急にその原因

の究明につとめまたとくに地震に関連する現象の観

測にあたる.

また昭和51年度より観測が強化された伊豆半島･東

海地方東部等において地下水の研究を行ない地震活動

との関連性を求める.

研究計画の内容

昭和50～51年度において地質調査所が分担実施した

研究のうち川崎地区における地質構造の調査研究なら

びに地震波速度変化の観測はほぼその目的を達したので

52年度は地下水位･水質の観測を中心に研究をすすめる･

1.地下水位･水質の観測:昨年度設置した川崎地区観測井

(1,000m)により引続き水質ラドンガス等の自動

または定期観測を行なうほか周辺の深井戸および浅井戸

の水位観測･デｰタ収集ならびに水質等測定を行ない深

層地下水と比較検討する.

2.地盤上昇機構の研究:類似現象の認められる他地域の水位

水質資料を収集し川崎地区と比較検討する.また関

東平野部伊豆半島東海地方東部において地下水の水

位水質ラドン等の観測を行ない当該地域の地震発生

との関連性を求めるほか地盤変動観測に関する基礎デｰ

タを得る.

従来の経緯

昭和49年12月地震予知連絡会は最近数年間の水準

測量のデｰタから川崎市およびその周辺地域に異常隆

起が認められたことを発表した.この原因を追求する

ため地質調査所では1)地質構造の調査研究2)

地震波速度の変化の観測3)地下水位水質の観測の

3項目を分担することに恋り50年度特別研究として発

足した.

50年度の研究により1)2)はほぼその目的を達し

また他の機関カミ行狂った調査観測によってもとく

に地震と結ひっく新しい現象は見られなかった.しか

し地下水位水質については当分の間観測を維持し

地下の状態変化を監視することとした.また地盤沈

下回復の可能性を含め本地域の地盤上昇の機構を追求

していくことにした.

昭和51年5月には伊豆半島東部に著しい地盤隆起が発

見されさらに同年10月には東海地方東部における大地

震発生の可能性が見直されるとともにそれぞれの地域

を関係機関が協力して観測を強化することとなり地質

調査所を含む各機関とも51年度より科学技術庁研究促

進調整費等をもって観測を開始した.

研究担当部課

環境地質部地震地質課が研究を担当し水資源課地

球化学課化学課が研究に協力する.

7陸棚海域地下資源賦存に関する

基礎研究(昭和44～52年度)

研究の目標

わが国の周辺海域の海底鉱物資源探査に対する基礎的

調査研究として空中磁気探査を主体とする調査を実施

し海域の地質構造を明らかにすることを目的とする.

すなわち昭和52年度を目標としてわが国周辺の陸棚

海域に対して空中磁気探査を行灯うとともに地質調査所

内外の既存の資料の収集編集解析を並行して行ない

陸棚海域の地球物理的地下構造を明らかにする.本研

究によって大陸棚に発達する積成盆地の性状及び隣接沿

岸地域の地質との関連が把握され炭化水素を主体とす

る海洋鉱物資源の賦存状況を大局的に評価する基礎資料

が得られる.

研究計画の内容

昭和52年度の研究計画は次の通りである.

1.秋田沖海域:津軽半島沖より鳥海山沖に至る海域の空中磁

気探査を実施し予想される堆積盆地の性状とその規模を

把握する.また本地域の空中磁気図を作成することに

より北海道より鳥取沖に至る日本海沿岸大陸棚海域の

空中磁気図を完成させる.�
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2.南九州海域(トカラ海峡周辺海域):トカラ列島北部屋

久島種子島東方海域の空中磁気探査を実施し予想され

る堆積盆地の性状とその規模を把握する.また本海域に

隣接する西部および南部海域には民間他機関により実施さ

れた空中磁気デｰタがあり本探査によってえられた空中

磁気図と併せて南九州海域の編集を行淀う.

であり国の基礎調査として重点をおくべきものとされ

ている.

本研究は資源エネルギｰ庁によりとりあげられてい

る国の基礎調査としての地震探査と関連を保ちつつ実施

されているものである.

両地域でえられた磁気図に数学的フイノレタｰを操作し

あるいはこれを定量解析することによって両地域の地

球物理的地下構造の解明につとめる.編纂された空中

磁気図は広い範囲にわたる陸棚海域の開発のための基礎

資料とする.

従来の経緯

空中磁気探査は昭和39年度地質調査所が着手し開発

したものでありすでに諸外国に比肩しうる技術的レベ

ルに達し海外油困の開発に技術援助の面で貢献してき

た.一方炭水化水素資源の基礎調査として資源エネ

ルギｰ庁により各海域の地震探査が実施されているが

本研究の空中磁気探査結果はこれらの探査による構造

解析の精度を高める効果がある.

｢石油および可燃性天然ガス資源開発審議会｣の第4

次5ケ年計画に関する答申においてはわが国を取り囲

む海域の石油･天然ガスの開発を促進することが必要と

されており大陸棚がもっとも将来性のある地域として

とりあげられ空中磁気探査と地震探査による基礎調査

の促進が今後国の大陸棚開発政策を擁立するため必要
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第5図空中磁気探査実施地城図

研究担当部課

物理探査部が研究を担当する.

8深海底鉱物資源探査に関する

基礎的研究(昭和47～53年度)

研究の目標

太平洋深海域に賦存する深海底鉱物資源(マンガン団

塊合金属泥)に関する探査方式を確立するとともに

それらの賦存状況鉱物組成化学組成形成過程等を

明らかにし資源量の算出地質鉱床図等の作成を行汰

ってそれらの開発利用に有効粧基礎資料を提供する.

研究期間中にフィリピン海から東方ハワイ付近にお

よぶ酉太平洋中南部の広域抵海域に関する概要を把握し

とくに中部太平洋の中央太平洋海盆域については詳細

なマンガン団塊鉱床に関する資料を提出する.

研究計画の内容

昭和52年度の研究計画は次のとおりである.

地質調査船白嶺丸を利用してニッケル含有量の高い

団塊を含む海域として昭和51年度にひきつづき中央

太平洋海盆の西部(5-10.N175.E-180｡)につい

て60日間の海上研究を次のように実施する.

�

㈩

㌩

岨)

�

�

�

種々の採泥器による堆積物団麹の採取

柱状採泥器による堆積物団塊の柱状試料採取

精密音響測深機による海底地形調査

深海カメラ深海テレビブｰメラン型カメラによる海底

観察

採水器による底層水試料採取

種々の海上物理探査装置による堆積層地質構造探査

堆積物･団塊･本試料に関する船上機器分析(とくに団塊

についてはMnNiCuCoFe等)

さらにくわしい室内分析堆積速度団塊成長速度研

究等の結果も合わせ探査方式の検討を行なうとともに

上記海域における地質鉱床図を作成しまた形成過程･

成因を検討する.

北太平洋とくにその南部海域の深海底にはマンガ

ン団塊ほかの海底鉱物資源が比較的多量に分布する.

狂かでもマンガン団塊はMnFeNiCuCo等の

含有量を地域によって異にすることがわかっているが�
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第6図深海底鉱物資源探査研究の海域図

それらに関する現在の知識はなおきわめて概念的なも

のでありまたとくにわカミ国における探査は非常にお

くれている.

ンガン団塊鉱床の諸性質と堆積層

概要を把握し

えた.

度にはハワイ南方沖縄東方海域を対象とし

てはじ･めて面積的なやや詳細な研究を行なう

ことができた.その結果としてハワイ南方海

域については予察的地質鉱床図を作成しま

た一部に有望と思われる鉱床分布を見出すと

同時に探査の第1段階における探査方式につ

いての見とおしを得ることができた.また

昭和5051年度には49年度海域の西方隣接海

域(5-10“170.W-180｡)にっいてさ

らに系統的な面積的研究を行在い同海域に関

する予察的地質鉱床図を作成するとともにマ

地質構造との関係の

鉱床の成因についておおよその見通しを

地質調査所では昭和44年度から科学技術庁特別研

究促進調整費による｢深海底資源開発に関する基礎的調

査研究｣を3ケ年計画により実施また昭和47年度か

らは工業技術院の本特別研究を実施してきた.この

間小笠原マリアナ海嶺域九州一パラオ海嶺西部域

東マリアナ海盆周辺マｰシャル離島北酉部海域を対象

として探査方式の検討を行なうとともに団塊の賦存

状況を明らかにしてきた.とくにマジェラン海山群の

深海部マｰシャル群島北西域の深海部の赤粘土帯には

団塊の濃集部が存在することがこの研究を通じて明ら

かにされた.地質調査船}白嶺丸"就航後昭和49年

鵬鰍調榊

匿藪謂一塁年祭

麗薮O万舳鱗貨図

い尤､一ソク海

､5里

5ヨ〃

�

北

漉

火

･此

本

務束･

･･ll･1:1祭

1.･ド｡

52津一

合

成やミ｡鱗

ゆ隠岐1･一･1一'.

'鴫'弓

狙､羅

紗ら岬一蝸

鷲

44一蝸

研究担当部課

海洋地質部海洋鉱物資源課が担当し

カミ協力する.

海洋物理探査課

9日本周辺大陸棚海底地質総合研究

(昭和49～53年度)

研究の目標

目本周辺の大陸棚及び周辺海域の海底地質の概要を把

握し海底鉱物資源賦存の可能性についての見通しを得

てその開発利用その他諸方面における海底利用目

本周辺の大陸棚から大陸斜面におよぶ海底の地質特性

などを究明するために有効な基礎資料を提供する.研

究成果は海底地質図(縮尺1:200,000)およびその関連

図として計8組海底地質概査図(1:1,000,000)同関

連図として計7組を順次刊行する.

研究計画の内容

海上調査を主体としそれにともなう資試料の室内処

理解析各種分析等の研究を行なう.また沿岸陸域に

ついて最小隈の陸域地質踏査を行柱って海底地質の

解明に役立たせる.海上調査ほ

�

㈩

㌩

�

�

�

�

測深による海底地形調査

エアガンスバｰカｰザブボトムプロファイラｰ等によ

る海底地質構造の音波探査

重力磁力探査による基盤調査

サイドスキャンソナｰによる海底表面調査

深海テレビカメラによる海底観察

各種グラブトレッジ柱状採泥器等による採泥

海底試錐機による岩石採取

を実施する.室内研究は

採取試料の粒度組成化学

第7図肩本周辺大陸棚海底地質総合研究海域区分と年次計画�
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組成生物分析等について各種分析を行粧う.

昭和52年度の研究対象海域は｢山陰目本海側｣｢西津

軽油｣｢北海道東北目本海側｣｢同オホｰツク海側｣｢隠

岐諸品｣の5海域である.｢隠岐諸島｣は2年継続の初

年度として概査を実施する.

100万分の1の海底地質図を作成公表した.

研究担当部課

海洋地質部海洋地質課カミ研究を担当する.

B国立機関公害防止等試験研究

従来の経緯

海洋地質調査研究の重要性にかんがみ海洋科学技術

審議会の答申の第1プロジェクト｢日本周辺大陸棚海底

の総合的基礎調査｣中課題③の④にもとづき昭和44年

度から48年度まで九州西方海域で｢海底地質調査技術の

研究｣を実施し大陸棚から大陸斜面におよぶ自然状況

が異泣った海域でのそれぞれの調査技術を確立し成果の

一部を多くの報告論文とともに｢繭高周辺海域地質図｣

(20万分の1)及び｢五島対馬周辺表層底質図｣(20万

分の1)として発表してきた.この5年間の技術的成

果に立脚し｢海洋開発のための科学技術に関する開発

計画について第2次実行計画｣第1次プロジェクト中

課題①小課題④課題⑮及び◎にもとづいて昭和49

年度からの本研究が策定され495051年度に大陸棚

及び大陸斜面域の海底地質調査研究を実施してきた･

その成果はクルｰズレポｰトNo.3～No.7として公表

され相模灘付近紀伊水道南方については20万分の

1海底地質図及び表層地質図琉球諸島周辺については

環境庁予算によるこれらの研究のうち昭和51年限り

で(汚染底質の調査技術に関する研究)は終了した･

しかしこの研究で開発された技術を適用して昭和52年度

から新規に(汚染底質堆積機構に関する研究)が発足

する.

1汚染底質堆積機構に関する研究

(昭和52～54年度)

研究の目標

地形･気候･海況によって区分される堆積環境毎の汚

染底質の水平･垂直分布･堆積物の物理･化学的性質の

解析結果から汚染底質の堆積機構を明らかにする.

研究計画の内容

底質分布やその堆積機構は気候･地形および海況な

どの堆積環境に応じて異にするので各環境に対応した

日本沿岸の代表的な堆積環境で調査研究を行なう.
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海底堆積物調査研究に

おける側線採泥点の分

布(大阪湾における例)

1.側線測点

2.14C年代測定点�
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52年度は温帯域53年度は亜寒帯域54年度は亜熱帯

域をモデルフィｰルドとして堆積物の層厚分布･海底

微地形海底懸濁物堆積物の軟X線写真による構造

および底質の物理･化学的分析･解析の結果から底質の

起源と堆積環境の変遷を明らかにする.その他放射性

同位元素による汚染物質の堆積速度についての研究も行

なう.

従来の経緯

49～51年度の｢汚染底質調査技術の研究｣によって次

のような調査研究方法を確立した.

1.音響機器による汚染底質広域探査技術の確立

2.不撹乱試料採取技術の確立

3.軟X線写真法による不撹舌獄料の観察技術

4.砂粒組成分析法ほか底質試料の堆積学的処理技術

5,210Pb法による過去100年間の堆積速度の測定技術

以上の研究調査技術を用ひてこの｢汚染底質堆積機構

の研究｣を行なう.

研究担当部課

海洋地質部が研究を担当し環境地質部技術部北

海道支所の協力をうる.

2休廃止鉱山における坑水の抑制と処理

技術に関する研究(昭和49～52年度)

研究の目標

鉱山が休止あるいは廃業しても有害成分を含む坑水

の排水が永久に続くものと考えられその結果は下流側

に著しい環境汚染を招くものと予想される.この対策

には種々の方法があるが本研究では坑内水をその侵入

経路で遮断しあるいは坑内湧水の中でとくに環境汚

染に関係する成分を含むものを選択して処理する目的の

岩盤地下水調査体系に関する技術情報を確立することを

目標としている､

研究計画の内容

研究の最終年度として試験鉱山に選ばれた秋閏県

宝倉鉱山周辺で坑道閉塞試験後の水質変化等を観測す

ることによって修正するとともに岩盤透水性の全般的

な分布を把握するため流出高分布調査を行荏う.

これらの結果をもって水循環モデノレを完成するとと

もにこのモデルが地質母岩を異にする鉱脈型金属鉱

山に対する適用性判定のため資料を収集する.

上記の成果をまとめ岩盤地下水調査体系を完結する.

従来の経緯

近年の国内外の経済事情の急変によって国内の鉱山

が相次いで休廃業のやむなきに至るとともに坑廃水に

よる環境汚染が目立つように抵ってきた.通商産業省

ではこのような鉱山に対して各種の応急対策を実施す

るとともに旧鉱山(旧坑)からの坑廃水の実態調査や

対策を施してきたがこの間昭和48年5月には金属

鉱害等鉱害対策特別措置法が成立し金属鉱業事業団に

は鉱害防止に関する調査部門と鉱害防止技術委員会が

設けられ活動カミ続けられている.

しかしこの委員会でも従来のような応急処置にとど

まらずもっと根本的な対策が必要である.この技術

を早急に確立することが要望され休廃鉱山等における坑

廃水処理技術が立地公害局鉱山課等から特別研究要望

課題として提示されこの研究が実施されることとなった.

研究担当部課

環境地質部水資源課が中心と粧り鉱床部技術部が

協力して研究を担当している.なお本研究は工業

技術院東北工業技術試験所との協同研究として実施して

いる.

C新エネルギｰ技術開発研究

(サンシャイン計画)

サンシャイン計画の52年度計画のうち地熱エネルギ

ｰに関する研究開発費による地質調査所の研究は地熱

地域の熱水系に関する研究広域深部地熱資源賦存に関

する研究の2テｰマである.

1地熱地域の熱水系に関する研究

研究の目標

この研究は天然熱水系資源の評価のための研究で

浅部熱水系の研究

貯溜層構造の研究

地下熱水と地震発生のメカニズムの研究

の各研究から構成されている.地熱地域の熱水系に関

する研究で51年度実施した(水理熱流量の研究)(同

位体地質の研究)(貯溜層の研究)は52年度の(浅

部熱水系の研究)に包含されるものである.

1)浅部熱水系の研究(48～52年度)天水の浸透熱交換

貯溜浸出の循環システム全体の水収支熱収支の

解明の調査方法を確立する.

2)貯溜層構造の研究(52～56年度)地層の放射年代水

の同位体分析広域的変質鉱物分布地質構造地層の物�
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性恋どの研究調査方法は確立する.これを通じて

貯溜層の大きさ形態流体の側方移動その方向･速度

自閉総量貯溜層の貯溜能力の推定を行ない最終的に

天然熱水系の容積法による評価技術を確立する.

3)地下熱水と地震発生メカニズムの研究(52～56年度)

地熱流体を地下に還元することによって天然熱水系に変

化を生じその結果微小地震の発生の可能性カミあるか

どうか実験的に研究することにより地熱利用地におけ

る地熱水の合理的還元方法の確立に資する.

研究計画の内容

浅部熱水系の研究は昭和48年に開始されたもので

モデル地域として鬼首(栗駒の一部)九重(豊肥の

一部)八幡平南部(仙岩の一部)雄勝(栗駒の一部)

の4地域を選び降水量河川水量湧泉温泉の観測

水の酸素水素同位体組成分析地盤の変動重力の変

動観測孔井の物理検層地質(変質)検層等を実施し

これから熱水系の水収支熱収支の考察を行なう.

貯溜層構造の研究は昭和52年度を初年度とし56年度

に終了する5ケ年計画で仙岩栗駒および豊肥の3広

域地熱地をモデル地域とし地層の放射年代水の同位

体分析広域的変質鉱物分布地質構造および地層の物

性測定の各調査を行なう.これから貯溜層の大きさ

形態流体の側方移動の方向･速度流体の移動総量

自閉総量貯溜層の貯溜能力の推定等を行ない天然熱

水系資源の容積法による評価技術を確立する.

地下熱水と地震発生メカニズムの研究は昭和52年度

を初年度とし56年度に終了する5ケ年計画で北海道

濁川岩手県滝ノ上(仙岩の一部)をモデル地域として

選び企業の実施する地下還元とタイミングを合せて

活構造地震観測および重力観測の各調査を行なう.

従来の経緯

地質調査所は昭相22年から経常研究工業技術院

特別研究によって地熱の調査研究を行租ってきており

昭和49年度からはサンシャイン計画に参加して研究活

動を拡大した.

地熱地域の熱水系に関する研究は前記4地域の諸デ

ｰタの継続観測とその地質学的解釈の研究を行なってき

ている.

研究担当部課

地殻熱部地殻熱資源課が研究を担当し地殻熱探査課

環境地質部物理探査部技術部の協力をえている.

2広域深部地熱資源賦存に関する研究

研究の目標

ここで研究の対象とする地熱資源は主に深部熱水系

および高温岩体からのものである.本研究はこれら

の探査法の確立を目的とする.地下資源の合理的探査

法確立にあたってはそれらの成因および賦存状況注と

に関する解明が必要であり岩石物性等に関する知識が

不可欠である.本研究においてはその目的を達するた

めこれらにっいての基礎的研究も併せて行なう.

探査法としてはリモｰトセンシング直接探査法

坑井(内)利用の物理探査法桂ど浅層広域から局地的

深部を対象とする総合的探査法がとり上げられ地殻熱

に関するアプロｰチとしては高温高圧物性と鉱物温度

計及ぴジオロジックサｰモメトリｰの研究がとりあげら

れる.

重回

岩石サンプル地震計
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(1)地熱資源探査法の研究

①直接探査法(物理探査法による)の研究

②リモｰトセンシングによる探査法の研究

③ボアホｰル物理探査の研究

(2)地殻熱の研究

①高温高圧岩石物性の研究

②鉱物温度計の研究

③ジオロジックサｰモメトリｰの研究

研究計画の内容

(1)AFMT法の研究

広域にして深部にわたる大地の比抵抗調査技術であるA

FMT法の研究は最終年度にあたる.送受信両システム

の検討解析法の検討に主眼を置き研究のとりまとめを

はかる.

(3)ブライトスポット法の研究

ブライトスポット法による52年度の研究は震源問題を中心

として検討を行なう.具体的には非爆薬震源としてバ

イブロサイス方式に着目しこれについての実験を行なう.

(4)リモｰトセンシング法の研究

モデル地域として選んだ八幡平地域に発見された大規模

環状構造についての地質構造のとりまとめを中心とする.

(5)地殻熱の研究

岩石の熱伝導率についての実験的研究

に関する実験的研究を行なう.

従来の経緯

および鉱物温度計

(2)熱収支法の研究

地温測定は最も直接的な地熱探査法で地表面温度デｰタ

に地表面熱収支を考えて地下熱構造を解明する技術であ

る.52年度は主としてデｰタ収録システムの研究および

空中映像利用の方法の研究を現場実験を中心として行なう.

この研究は昭和50年度から開始されたもので

に引続き研究を継続している.

51年度

研究担当部課

地殻熱部地殻熱探査課が中心となって研究を担当し

地殻熱資源課地質部環境地質部物理探査部の研究

者カミ協力している.

日本火山学会

昭和52年5月14(土)

～16目(月)

日本火山学会1977年

度春季大会

東京工業大学本館

121番講義室

目本火山学会

東京都文京区弥生1

-1-1(副13)

東京大学地震研究所内目本火山学会

留(03)813-7421

･物理探鉱技術協会

1.昭和52年5月25目(水)～27目(金)

21物理探鉱技術協会昭和52年度春季講演会

3.東医健保会館(国電信濃町駅下車5分)

4.物理探鉱技術協会

5.川崎市高津区久本135(地質調査所気付)

物理探鉱技術協会

留(044)866-3171

･日本地下水学会

1.昭和52年6月4目(土)

2.日本地下水学会昭和52年度春季講演会

3.建設共済会館東京都港区南青山6-1-27(西107)

⑭(03)400-4020

4.日本地下水学会

5.西213川崎市高津区久本135

地質調査所内目本地下水学会

留(044)866-3171
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日本古生物学会

昭和52年6月18目(土)

日本古生物学会119回例会

静岡大学理学部静岡市大谷836

日本古生物学会

茨城県新治郡桜村妻木字天久保

筑波大学地球科学系猪郷久義

留(0298)57-4511

･日本古生物学会

�

㈮

㌮

�

�

昭和52年10月16目(目)

日本古生物学会120回例会

熊本大学理学部熊本市黒髪町2-39-1

日本古生物学会

茨城県新治郡桜村妻木字天久保

筑波大学地球科学系猪郷久義

⑬(0298)57-4511

･亙n伽r皿就io皿a旦Geo1ogi6副Co瓦鵬htio㎜Pmgr固㎜l

C亘mm･賄6i趾一醐“oni竃m趾｡5e6t(IGCP･CP服)

1.昭和52年8月20目(土)～26目(金)野外巡検

27目(土)～28目(目)学術討論会

㈮周攷��整楮杯晴���畭�慣���畴潮楳�

偲�散�

3.野外巡検一中部目本

学術討論会一富山大学

4.IGCP-CPPP国内委員会

5.西213川崎市高津区久本135

地質調査所地質部野沢保

⑳(044)866-3171

〔注〕1開催年月2.会合名3.会場4.主催者

51連絡先(掲載順位は原稿到着順)�


